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河野成司
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７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

第９２号議案平成２８年度大分県一般会計歳入歳出決算の認定について及び第９３

号議案平成２８年度大分県公債管理特別会計歳入歳出決算の認定について審査を行っ

た。

詳細については、別紙「会議の概要及び結果」のとおり。

９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記
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決算特別委員会次第

日時：平成２９年１０月４日（水）１０：００～

場所：本会議場

１ 開 会

２ 部局別決算審査

（１）総務部

①決算説明

②質疑・応答

③内部協議

（２）教育委員会

①決算説明

②質疑・応答

③内部協議

３ その他

４ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果

ただ今から、本日の委員会を土居副委員長

開きます。

この際、付託された議案を一括議題とし、

これより審査に入ります。

本日は、総務部及び教育委員会の部局別審

査を行います。

これより、総務部関係の審査に入ります。

執行部の説明は、要請した時間の範囲内と

なるよう要点を簡潔・明瞭にお願いします。

それでは、総務部長及び関係課・室・所長

の説明を求めます。

それではまず初めに、お手元尾野総務部長

の平成２８年度一般会計及び特別会計決算事

業別説明書の１ページをお開きください。

平成２８年度歳出決算のうち、総務部関係

について説明します。

一般会計の歳出決算額は、上段の表の一番

下の歳出合計欄の左から３列目にありますよ

うに、１，５９８億５，０４９万２，４５６

円、公債管理特別会計の歳出決算額は、その

下の１，１７１億９，９９３万４，７２７円

となっています。

決算内容の詳細につきましては、後ほど担

当課長から説明します。

次に、平成２７年度の決算特別委員会審査

報告書に対する措置状況報告書について説明

します。資料の１ページをお開きください。

まず、財政運営の健全化についてです。

財政運営に当たっては、中長期的な視点に

立ち、持続可能な財政基盤を構築することを

基本に進めており、平成２７年１０月に策定

した行財政改革アクションプランにおいて、

平成３１年度末の財政調整用基金残高３２４

億円の確保と県債残高総額１兆３００億円ま

でへの抑制を目標に、取組を強化していると

ころです。

その結果、２８年度決算では、基金残高は

年度末目標を１７億円上回る４１７億円を確

保し、また県債残高も１兆３４７億円と３年

連続で減少するとともに、臨時財政対策債を

除く実質的な残高も１５年連続で減少しまし

た。

こうした中、７月に内閣府が示した中長期

の経済財政に関する試算によると、国の目指

す３２年度のプライマリーバランスの黒字化

は経済状況が上向いたとしても困難であると

されています。このため、国が引き続き、経

済・財政一体改革を進める中で、今後地方へ

の歳出削減の圧力が高まるなど、本県財政へ

の影響が懸念されるところです。

このような状況にも柔軟に対応していくた

め、アクションプランに基づき、一層の行財

政改革による財政健全化を図り、この取組を

通じてプラン２０１５の推進に向けた積極的

な政策展開が行えるよう、適切な財政運営に

努めてまいります。

次に、２ページを御覧ください。収入未済

額の解消についてです。

県税の収入未済額については、徴収強化に

努めた結果、前年度に比べ３億１，０７８万

円余減少しました。

このうち、収入未済額の約６割を占める個

人県民税については、お互いに連携して滞納

処分等を実施している市町村に対し、県徴収

職員の派遣を通じて徴収技術の向上を図るな

どの徴収強化に取り組んだ結果、収入未済額

は前年度に比べ１億８，３５６万円余減少し

ました。

自動車税については、休日や夜間など滞納

者の生活に即した滞納整理を行うとともに、

１２月の徴収強化月間を中心に厳正な滞納処

分を行い、収入未済額は前年度に比べ３，４

０９万円余減少したところです。

今後も、徴収技術向上のための研修会や県

徴収職員の市町村への派遣、クレジットカー

ド納税や口座振替など納税手段の多様化の推
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進等により、収入未済額の圧縮に取り組んで

まいります。

また、税外未収債権の縮減については、関

係課へのヒアリングを行い、債権管理マニュ

アルに基づく取組の徹底や、弁護士法人など

への債権回収業務の外部委託を実施しました。

２８年度の税外未収債権は前年度に比べ１

億１，３０２万円余減少しています。

今後も引き続き、外部委託の手法も活用す

るほか、債務者や連帯保証人の破産等により、

回収不能が明らかになった事案については、

権利放棄の手続による不納欠損処理など、取

り得る手法の検討を行いながら、税外未収債

権の縮減に取り組んでまいります。

続きまして、平成２８年度における主要な

施策の成果について説明します。資料の５ペ

ージをお開きください。

県有財産総合経営推進事業です。

１の現状・課題、目的ですが、この事業は、

歳入確保策の一環として県有財産総合経営計

画に基づき、未利用財産の売却や貸付け等に

より、県有財産の有効活用を推進するもので

す。

２の事業内容ですが、２８年度は、未利用

地の計画的な売却等を行うため、測量、不動

産鑑定、広告等を行い、未利用地の売却を進

めるとともに、庁舎の空きスペース等の貸付

けを実施しました。

３の事業の成果ですが、県有財産の売却等

による収入額４億５，７００万円の目標に対

し、実績は１０億７，７００万円で、達成率

は２３５．７％となっています。これは、計

量検定所跡地、旧日吉原プラント用地等の大

型物件の売却によるものです。

４の今後の課題と方向性等ですが、継続・

見直しとしています。複数回入札を試みても

応札のない物件や閉校となった学校用地など

大型物件の処分が課題となっています。民間

活用による売却手法の検討や市町村等との連

携を強化し、未利用財産の有効活用を推進し

てまいります。

次に６ページをお開きください。政策県庁

を担う人材育成推進事業です。

１の現状・課題、目的ですが、この事業は、

政策県庁を支える人材を育成するため、自治

人材育成センターにおける研修メニューの拡

充や女性職員のキャリア形成支援などの職員

研修制度の充実を図るものです。

２の事業内容ですが、２８年度は、部局別

専門・技術研修に地方創生枠を新たに設け、

九州におけるクルーズ船誘致についてなど４

件のテーマを採択し、地方創生に資する研修

を行うとともに、女性職員交流セミナーの開

催や育休職員への研修機会と研修参加時の託

児サービスの提供などを実施しました。

３の事業の成果ですが、研修生の受講満足

度９０％の目標値に対し、実績は８９．３％

と、目標をほぼ達成したところです。

４の今後の課題と方向性等ですが、継続・

見直しとしています。年々増加する若手職員

や女性職員に対する人材育成のため、若手職

員の意欲を生かした自主研究グループ活動の

促進や女性特有のライフイベントを見据えた

早い段階からのキャリア形成支援を進めるな

ど、事業内容の充実を図り、政策県庁を担う

人材の育成を推進してまいります。

次に、７ページを御覧ください。市町村

「創生人材」育成事業です。

１の現状・課題、目的ですが、この事業は、

地方創生に資する自治体職員を育成するため、

全国自治体政策研究交流会議等の開催や、市

町村職員と県職員が共同で政策研究を行う実

務研修制度の充実に取り組むものです。

２の事業内容ですが、２８年度は、日田市

で第３２回全国自治体政策研究交流会議等を

開催し、職員の先進性や専門性の向上、幅広

い人的ネットワーク構築につながる機会を提

供するとともに、市町村職員実務研修制度の

拡充を図りました。

３の事業の成果ですが、研修等参加者の満

足度平均の目標値８０点に対し、実績は８７

点と、目標を達成したところです。

４の今後の課題と方向性等ですが、継続・

見直しとしています。全国自治体政策研究交
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流会議等で得た成果や気運を一過性のものに

しないことや、自治体職員の専門的かつ実践

的な知識・技術の習得等を図るため、事業内

容を適宜見直し、自治体職員の自主活動グル

ープに対する支援や市町村実務研修制度及び

自治人材育成センターによる研修を通じた人

材育成を推進してまいります。

続きまして、平成２８年度行政監査・包括

外部監査の結果の概要について御説明します。

なお、包括外部監査については、総務部は

監査対象部局となっていませんので、行政監

査の結果について報告します。資料の１ペー

ジをお開きください。

２８年度は、２の監査テーマ及び目的にあ

りますように、県有施設の安全・安心につい

て、施設管理の在り方をテーマに、３の監査

対象施設及び対象機関にありますように、８

５施設、９０機関を対象に、４にありますよ

うに施設の保全管理が計画的に実施されてい

るかなどの着眼点で監査が行われました。

監査の結果は、５にありますように改善事

項として、県立学校における毎学期１回以上

の定期点検を実施することほか７項目、主な

検討事項として、日常点検マニュアル等を作

成することほか４項目の意見を頂いたところ

です。

このうち、総務部関係の主な意見について

説明します。２ページをお開きください。

上から２番目の表の項目欄の一番下、日常

点検マニュアル等の作成の欄を御覧ください。

検討事項として、監査結果等の欄にあります

ように、日常点検の実施方法について全庁的

な統一の基準が示されていないことから、そ

の策定について検討する必要があるとの意見

を頂きました。そのため、既存の点検マニュ

アルを見直し、チェックリストを盛り込んだ

上で、マニュアルに基づく日常点検を実施す

るよう通知を行い、徹底したところです。な

お、そのほか、３ページにありますが、キャ

ビネット等の転倒防止対策など、県有財産経

営室及び南部振興局に対し、改善事項として

１項目、検討事項として２項目の意見を頂い

ていますが、いずれも既に是正措置を講じて

います。

今後とも、県有財産施設について、適切な

保全管理と利用者の安全確保に努めてまいり

ます。

私からの説明は以上です。

引き続き、各課の決算状況について担当課

長から説明します。

知事室分について御説明いた大塚知事室長

します。

決算事業別説明書の３ページをお開きくだ

さい。第２款第１項第１目一般管理費の決算

額は、表の右上にありますとおり、１億７，

２７８万１，３９０円となっています。

主な内訳としましては、事業説明欄の一番

上、給与費が１億４，１１１万２，９９５円

となっていますが、知事、副知事及び知事室

職員１３人分の給与費です。

その下、秘書事務費２，２１６万２，７６

１円となっていますが、知事、副知事の用務

及び秘書用務に係る旅費等の経費です。

その下、表彰事務費４６４万５，６３４円

となっていますが、１１月３日の文化の日に

行う知事表彰や県賞詞など、受賞者への記念

品代等の経費です。

事業説明欄の一番下、平松家・大分県「お

別れの会」に係る負担金４８６万円について

は、前大分県知事平松守彦氏逝去に伴うお別

れの会開催に要した経費です。

まず初めに、総務部関係の幸行政企画課長

歳入決算額の予算に対する増減額など四つの

項目について、一括して説明します。

お手元の決算附属調書の１ページをお開き

ください。歳入決算額の予算に対する増減額

について、主なものを御説明します。

まず、増収となったものについてです。表

の左端の科目欄の一番上、県税のうち県民税

・個人が１，４１７万７，８９７円、中ほど

の事業税・法人が４，３３０万６，２７６円

の増となっていますが、いずれも徴収率が見

込みを上回ったことによるものです。

次に、８ページを御覧ください。減収にな
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ったものについてです。

金額欄の上から５番目の県有施設整備基金

繰入金が２７１万４，６２２円の減となって

いますが、事業費が見込みを下回ったことに

よるものです。

次に、１１ページを御覧ください。科目欄

の県債のうち農林水産業債が１４億５，１０

０万円、次の１２ページに移りまして、科目

欄の上から２番目、土木債が３０億４千万円

のそれぞれ減となっていますが、事業費の減

や事業を２９年度に繰り越したため、２８年

度に県債の発行を行わなかったことによるも

のです。

次に、１３ページを御覧ください。不用額

について主なものを説明します。

金額欄の上から３番目の総務管理費の一般

管理費が１億７，６４９万５，９５９円とな

っていますが、そのうち総務部関係分は１億

７，６１６万４，３５０円となります。

これは、職員の超過勤務手当等の所要額が

見込みを下回ったことによるものです。

その六つ下の県庁舎別館及振興局費が１，

４０５万２，８９２円となっていますが、そ

のうち総務部関係分は、１，２９４万３，２

３７円となります。

これは、振興局の光熱水費等が見込みを下

回ったこと及び経費の節減によるものです。

金額欄の下から４番目の賦課徴収費の２，

５３９万６１３円については、法人二税等の

還付金の実績が見込額を下回ったこと及び経

費の節減によるものです。

次に、１９ページを御覧ください。科目欄

の一番下、公債費の公債諸費の２，６４３万

８，５８８円については、県債の証券による

発行額が見込みを下回ったことに伴い、手数

料に不用が生じたものです。

次に、２１ページを御覧ください。収入未

済額についてです。

左端の科目欄の一番上、県税が１８億１，

６０６万３，４９０円の収入未済となってい

ます。

収入未済額の主な税目についてですが、最

も大きな税目は、科目欄の上から３番目、県

民税・個人が１１億３，１０８万１，７４０

円となっており、全体の約６割を占めていま

す。

その四つ下の事業税・法人については、１

億５６８万４，２２５円となっています。主

に税務調査による修正申告や更正処分に伴う

ものですが、課税時には既に倒産や資金繰り

が悪化しており、納付が滞っているものです。

科目欄の中ほどの、自動車税１億３，５５

１万２０１円については、担税力の乏しい納

税者がいることなどが大きな要因です。

その四つ下の産業廃棄物税３億７１８万４，

５３３円については、税務調査により更正処

分を行った特別徴収義務者の納入が滞ってい

るものです。

県税総額としては、前年度と比べて、３億

１，０７８万８，７６５円減少していますが、

引き続き収入未済額の縮減に取り組んでまい

ります。

次に、２７ページを御覧ください。不納欠

損額についてです。

左端科目欄の一番上にありますように、県

税が１億３，８６４万６，３８９円となって

います。

不納欠損額の主な税目についてですが、上

から３番目の県民税・個人が１億６１１万６，

４３２円となっています。次に２９ページに

飛んでいただきますが、科目欄の一番下の不

動産取得税が４７６万６，４６１円、次の３

０ページをお開きいただいて、科目欄の一番

上の自動車税が１，９３７万３，５４８円と

なっています。

不納欠損処分の理由としましては、倒産や

行方不明などにより滞納処分の執行を停止し

て３年が経過したことや時効が完成したこと

などによるものです。

次に、行政企画課関係の歳出決算の状況に

ついて説明します。一般会計及び特別会計決

算事業別説明書の４ページを御覧ください。

第２款第１項第１目一般管理費の決算額は、

表の右上にありますとおり、２億９，７１３
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万２，４２２円となっています。

主な内訳としましては、事業説明欄の一番

上、給与費が２億２，７７０万９，６９３円

となっていますが、行政企画課及び県有財産

経営室職員３１人分の給与費です。

事業説明欄の下から２行目、熊本地震災害

支援緊急対応事業費１，５５３万７，３４７

円については、熊本地震の被災地における復

旧・復興業務を支援するための職員派遣に要

した経費です。

次に、５ページを御覧ください。第２項第

１目企画総務費の決算額は、１，１３４万９，

１３２円となっています。

主な内訳としましては、事業説明欄の上か

ら３行目、全国知事会負担金８６１万８千円

などのほか、九州地方知事会の連絡調整等に

要した経費です。

県有財産経営室分に中園県有財産経営室長

ついて御説明いたします。

決算事業別説明書の５ページを御覧くださ

い。第２款第１項第７目財産管理費の決算額

は、表の右上にありますとおり、３億８，８

６３万９０３円となっています。

主な内訳としましては、事業説明欄の上か

ら３番目、県有財産維持管理費が３億１，１

４３万５，９６１円となっていますが、県以

外の者が使用している固定資産を対象に固定

資産税相当額を市町村に交付する県有財産所

在市町村交付金２億８，１７７万４，１００

円などのほか、職員宿舎の管理等に要した経

費です。

県政情報課分について御石松県政情報課長

説明いたします。

決算事業別説明書の６ページをお開きくだ

さい。第２款第１項第１目一般管理費の決算

額は、表の右上にありますとおり、２億６２

９万５，５０４円となっています。

これは、県政情報課、法務室及び公文書館

職員２９人分の給与費です。

その下、第４目文書費の決算額は１億４，

４００万５，２２７円となっています。

主な内訳としましては、事業説明欄の一番

上、文書収発・浄書集中管理費が７，１９０

万７４１円となっていますが、公文書の収受、

発送、浄書に要した経費です。

その下、法制事務費が２，７５０万１，９

１３円となっていますが、条例・規則の制定

・改廃、大分県報の発行等に要した経費です。

次に、７ページを御覧ください。事業説明

欄の上から３番目、公文書館運営費が２，９

６４万２，１５８円となっていますが、公文

書館における歴史的公文書の収集・管理等に

要した経費です。

人事課分について御説明いた藤原人事課長

します。

決算事業別説明書の８ページをお開きくだ

さい。第２款第１項第１目一般管理費の決算

額は、表の右上にありますとおり、４４億９，

０９１万８，８１５円となっています。

主なものは、超過勤務手当と退職手当で、

どちらも知事部局等の職員分を人事課で一括

計上しています。

その下、第２目人事管理費の決算額は、１

億２，３１９万１，６１６円となっています。

主な内訳としましては、事業説明欄の上か

ら２番目、人事事務費が７，２１８万６，５

１８円となっていますが、人事課非常勤職員

の報酬や人事給与及び人事事務の運営に要し

た経費です。

事業説明欄の一番下、職員研修費４，７２

５万７，９３７円については、職員の能力・

意欲向上を図るための各種研修に要した経費

で、研修を実施している公益財団法人大分県

自治人材育成センターに対する負担金が主な

ものです。

次に、９ページを御覧ください。第３目職

員厚生費の決算額は、１億３，５１２万８，

４８３円となっています。

主な内訳としましては、事業説明欄の一番

上、健康管理事業費８，４１３万４，０５６

円となっていますが、職員の定期健康診断等

に要した経費です。

その下、安全衛生管理事業費２，６８３万

７，８２３円となっていますが、労働安全衛
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生法や大分県職員安全衛生管理規程に基づき、

職場における安全衛生活動等に要した経費で、

産業医及び非常勤保健師の報酬が主なもので

す。

その下、福利厚生事業費１，５１１万７，

５６９円については、独単身寮の運営委託及

び地方職員共済組合に対する負担金が主なも

のです。

次に、１０ページをお開きください。第９

目恩給及退職年金費の決算額は１，９５４万

５１円となっています。

これは昭和３７年の共済制度発足以前に退

職した方やその遺族に対し、年金に当たるも

のを支給したものです。

その下、第１０目諸費です。決算額は３，

１２２万３，３４６円となっています。

これは職員住宅の維持修繕等の管理運営に

要した経費です。

財政課分について御説明いた佐藤財政課長

します。

決算事業別説明書の１１ページを御覧くだ

さい。第２款第１項第１目一般管理費の決算

額は、表の右上にありますとおり、２億３，

５６７万３，２８１円となっています。

主な内容としましては、事業説明欄の一番

上、給与費が１億８，３８６万２，２４６円

となっていますが、財政課職員２４人分の給

与費です。

事業説明一番下、熊本地震災害支援緊急対

応事業費２，６４０万８，２６２円について

は、熊本地震においてＤＭＡＴや保健師の派

遣等、被災地への支援のために要した経費で

す。

その下、第５目財政管理費の決算額は、

７，９１８万２，０１６円となっています。

主な内訳としましては、予算編成、財政実

態調査及び財政報告経費１，６３０万８，２

４０円となっていますが、予算編成や各種財

政調査に要した経費で、予算編成システムの

管理等委託料などです。

次に、１２ページをお開きください。事業

説明欄の上から３行目、新公会計システム開

発事業費３，４６２万１，７７６円となって

いますが、全国統一の新たな基準に基づく財

務書類作成に向けたシステム開発に要した経

費です。

その下、諸費ですが、これは平成２５年度

に一般財団法人となった県職員互助会及び警

察職員互助会から、残余財産の年度別計画に

よる寄附を受け入れて県有施設整備基金へ積

立てを行ったものです。

その下、第２項第２目企画調査費の決算額

は、１２４万３，９０２円となっています。

これはおおいた元気創出基金に運用利息を積

み立てたものです。

続きまして、第１２款第１項第１目元金で

す。決算額７８５億９，０９７万９，２４４

円と、次の１３ページの上段第２目利子、決

算額１００億６６７万３，２３０円について

は、公債管理特別会計への繰出金や市場公募

債の満期一括償還に備えた減債基金への積立

金となっています。

その下、第３目公債諸費の決算額は１億３，

８９５万５，４１２円となっています。これ

は市場公募債の発行時に金融機関等に支払う

受託・引受手数料、また、その下の特別会計

繰出金は、借換債を証券で借り換える場合に

必要な手数料などです。

次に、１４ページをお開きください。第１

３款第１項第１目積立金の決算額は、４５億

４，４８０万９，６４２円となっています。

これは財政課所管の四つの基金に運用利息の

積立てを行ったほか、２７年度決算剰余金の

一部を条例に基づき財政調整基金及び減債基

金に積み立てるとともに、今後の県有施設の

計画的な保全等に備えて、県有施設整備基金

に積立てを行ったものなどです。

その下第１４款第１項第１目予備費です。

予備費充当額は、事業説明欄の右端にあり

ますとおり、９，３１９万９，１２８円で、

個別の充当額につきましては、各部事業課に

おいて本冊子に計上しています。

次に、１５ページを御覧ください。公債管

理特別会計についてです。
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この特別会計は、借換債の発行額が年々増

加をしていく中で、一般会計の実質的な予算

規模を把握するとともに、公債費の経理を明

確化することを目的として、平成１７年度に

設置したものです。

この特別会計の２８年度決算のうち財政課

分ですが、まず、第１款第１項第１目元金は、

決算額１，０７１億７，６９７万９，２４４

円で、その下、第２目利子は、決算額１００

億６６７万３，１６０円です。

元金の事業説明欄の上から２番目、元金

（借換債分）３３８億６，６００万円は２８

年度に借換えを行ったもので、その他は、一

般会計等からの繰入金を財源として県債の元

金償還と利子の支払を行ったものです。

一番下、第３目公債諸費の決算額は１，６

２８万２，３２３円となっています。これは

借換債の証券発行に係る手数料や償還時の利

払手数料などです。

税務課分について御説明いた吉冨税務課長

します。

最初に歳入決算の状況についてですが、大

分県歳入歳出決算書の６ページをお開きくだ

さい。

１の県税につきまして、予算現額１，２３

０億７，６００万円に対し、収入済額１，２

３１億５，１８４万５２３円となっており、

予算を７，５８４万５２３円上回っています。

税目別内訳につきましては、御覧のとおり

です。

次に、２の地方消費税清算金ですが、収入

済額４０８億７，４９８万７，０５０円とな

っています。

これは、他の都道府県に納付された地方消

費税額のうち本県分について、他の都道府県

から払い込まれたものです。

次に、歳出決算の状況について説明します。

決算事業別説明書の１６ページをお開きく

ださい。第２款第３項第１目税務総務費の決

算額は、表の右上にありますとおり、１３億

８，０６７万５，０５５円となっています。

これは県税の賦課徴収に従事しています税務

職員１９４人分の給与費が主なものです。

その下、第２目賦課徴収費の決算額は３１

億１，５５９万７，３８７円となっています。

主な内訳としましては、事業説明欄の一番

上、県税事務運営費８億４，６０５万１，８

１６円となっていますが、法人二税等の還付

金である償還金利子及び割引料が主なもので

す。

その下、県税徴収事務費２０億４６６万５，

６６３千円となっていますが、そのうちの主

なものとしては、個人県民税を徴収した市町

村に対し、規定額を交付する県民税徴収交付

金などです。

次に、１８ページをお開きください。第１

３款第２項第１目地方消費税清算金の決算額

は３０３億８，８９２万２千円となっていま

す。

これは本県に納入された地方消費税を、配

分割合に応じて他の都道府県へ支出するもの

です。

次に、２０ページをお開きください。第６

項第１目地方消費税交付金の決算額は、２０

５億７，６９４万８千円となっています。こ

れは清算後の地方消費税相当額の２分の１を、

県内の市町村に対し、市町村の人口及び従業

者数であん分して交付するものです。

なお、それぞれの交付金の市町村別の交付

状況につきましては、２３ページから２６ペ

ージに記載しています。

市町村振興課分につい山田市町村振興課長

て御説明いたします。

決算事業別説明書の２７ページをお開きく

ださい。第２款第１項第１目一般管理費の決

算額は、表の右上にありますとおり、２，９

７３万３６６円となっています。これは、市

町村振興課職員２８人のうち４人分の給与費

でございます。

その下、第８目県庁舎別館及振興局費の決

算額は１４億１，１７４万９，７６３円とな

っています。

内訳としましては、事業説明欄の一番上、

給与費１１億８，９２６万９，３２４円とな
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っていますが、振興局職員１５８人の給与費

です。

その下、振興局運営費２億１，８５２万３，

４３９円となっていますが、清掃等委託料の

ほか、振興局の運営に要した経費です。

事業説明欄の一番下、庁舎等修繕に要した

経費３９５万７千円については、熊本地震に

係る庁舎等修繕に要した経費です。

次に、２８ページをお開きください。第２

項第２目企画調査費の決算額は７９万３，３

５５円となっています。これは過疎地域自立

促進特別措置法に基づく過疎地域の振興対策

の推進に要した経費です。

その下、第４項第１目市町村連絡調整費の

決算額は２億６，４８８万８，０１４円とな

っています。

主な内訳としましては、事業説明欄の一番

上、給与費が１億４，１０６万６，３８５円

となっていますが、市町村振興課職員２２人

分の給与費です。

上から３番目、市町村行政基盤拡充事業費

４，０２１万５千円については、市町村にお

ける権限移譲事務の執行に要した経費です。

次に、２９ページを御覧ください。中ほど

の第２目自治振興費の決算額は５億８，１４

８万４，１１４円となっています。

内訳としましては、公益財団法人大分県市

町村振興協会に対し、全国自治宝くじの収益

金を交付する地方自治振興事業費５億６，４

４８万４，１１４円、熊本地震に係る被災地

支援宝くじ収益金交付事業費１，７００万円

です。

次に、３０ページをお開きください。第５

項第１目選挙管理委員会費の決算額は１，８

８０万７，３３８円となっています。これは、

市町村振興課職員２人分の給与費と選挙管理

委員４人分の報酬など委員会の運営に係る経

費です。

その下、第２目選挙啓発費の決算額は８２

２万８，９２７円となっています。これは、

明るい選挙推進事業費や昨年執行された参議

院議員通常選挙の啓発活動に要した経費です。

次に、３１ページを御覧ください。第３目

参議院議員選挙費の決算額は５億２，２４９

万８，０６１円となっています。これは、昨

年執行された参議院議員通常選挙の執行管理

に要した経費です。

その下、第４目海区漁業調整委員会委員選

挙費の決算額は２７１万１，７５８円となっ

ています。これは、市町村への交付金を始め、

選挙管理の執行に要した経費です。

総務事務センタ姫野総務事務センター所長

ー分について御説明いたします。

決算事業別説明書の３２ページをお開きく

ださい。第２款第１項第１目一般管理費の決

算額は、表の右上にありますとおり、３億８，

９７８万９，６９２円となっています。

主な内訳としましては、事業説明欄の一番

上、給与費が６，４３９万１，６３６円とな

っていますが、総務事務センター職員８人分

の給与費です。

その下、総務系事務一元化推進事業費が５，

５０７万２，０４９円となっていますが、職

員の給与及び旅費の事務を行う非常勤職員の

雇用及び総務事務システムの運用等に要した

経費です。

その下、児童手当費２億６，８９１万円に

ついては、総務事務センターにおいて一括し

て計上いたしております知事部局等の職員に

支給した児童手当等です。

以上で説明は終わりました。土居副委員長

これより質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自

席で起立の上、マイクを使用し簡潔・明瞭に

答弁願います。

事前通告が１名の委員から出されています

ので、まず事前通告のあった委員の質疑から

始めます。

まず一つは、事業別説明書の９ペー堤委員

ジ、人事課の健康管理事業費、心の健康です。

これは健康診断等を委託している事業ですけ

ども、有病率や再健診などの指示はどれくら

いあったのかと。



- 9 -

また、病気では何が多く見受けられたのか。

心の不調による病気休暇や休職者が増えてい

るとなっていますけれども、原因をどのよう

に分析されているのか。この事業によって改

善はされているのかどうかという点をまず１

点。

同じく１７ページ、税務業務アウトソーシ

ング推進事業費。申告書の受付とか発送とい

った個人情報に関わる業務があるんですけれ

ども、情報保護の観点からどのような対策を

取っているのか。

決算附属調書の３３ページ、県税、加算金

の滞納繰越額。個人、法人の県民税としての

滞納額は幾らなのか。また、年々減少してい

ると言っても収入未済は１３億６千万円に上

っている。担税力の乏しい納税者に対する対

応はどうしているのかという点。

さっき知事室長から話があった平松家のお

別れの会について、４８６万円支出されてい

ると言うんだけれども、その平松家と県との

負担割合と、併せて支出をした理由を教えて

ください。

まず、定期健康診断の状況に藤原人事課長

ついてお答えいたします。

平成２８年度に定期健康診断を受診した３，

１１８人について、要精密検査以上の判定を

受けた職員は３１．１％、９７０人であり、

そのうち、治療継続中を除いた医療機関の受

診が必要な職員は１２．１％、３７７人とな

っております。また、検査分野別に見ると、

血清脂質、血圧、肝機能に所見のある職員が

多くなっております。

次に、心の健康についてでございますが、

心の不調による病気休暇、休職者が増加して

いる原因としては、様々な要因が絡み合って

発症している職員がほとんどでありますが、

担当業務と本人の適性の不一致や職場の人間

関係など、環境の変化が背景として考えられ

る状況であります。

メンタルヘルス対策は、セルフケア、ライ

ンケア、産業保健スタッフ等によるケアの強

化を基本に、相談体制や研修の充実を図りな

がら推進をしておりますが、そうした中でも、

今年度から新たな取組としてセルフケア力強

化のため、ストレスチェックを年１回から２

回に増やすなど、自己のストレスの気付きを

促す取組やラインケア強化のため、メンタル

ヘルス研修に事例検討を取り入れ、より実践

力を強化するなどの取組を行っているところ

であります。

厳しい状況ではありますが、早期発見、早

期対応を基本に、全ての職員が心身共に健康

で働き続けられるよう、取組を推進していき

たいと考えております。

２番目に質問された税務業務吉冨税務課長

アウトソーシング推進事業における個人情報

保護の対策状況について御説明をさせていた

だきます。

県が業務委託をする場合、県から業務委託

を受ける者は、大分県個人情報保護条例によ

り個人情報の漏えい防止等が義務付けられて

おり、県税事務所のアウトソーシング推進事

業も、条例にのっとり契約を締結しておりま

す。

その契約については、大分県個人情報の管

理に関する規程に基づいて、個人情報を適正

に管理するための秘密保持義務や委託契約終

了後の個人情報の返却又は廃棄を義務付けて

おります。

受託者がこれらの義務に違反した場合は、

契約違反により契約が解除され、受託者に違

約金の支払や損害賠償義務が生じることとな

ります。また、個人情報を漏えいした従業員

は、条例により罰則が適用される場合がござ

います。

なお、平成２８年１０月以降、自動車税、

自動車取得税について約９万件の受付審査業

務等をアウトソーシング、業務委託をしてお

るんですけれども、個人情報の漏えい等は起

こっておりません。

続きまして、決算附属調書３３ページの県

税、加算金の滞納整理額についての御質問で

す。

これは、表頭の一番右の欄にありますとお
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り、収入未済額１３億６千万円というのは、

平成２７年度までの滞納繰越しのうち、２８

年度中に徴収できなかった額となります。こ

の金額のうち個人県民税は約７億９，４００

万円、法人県民税は約２，７１０万円となっ

ております。滞納整理に当たりましては、納

期内に納付された方との公平性を保つため、

納期内納付を促すとともに、資力があるにも

かかわらず納付しない方には、差押えなどの

厳正な処分を行っているところです。

その一方で、納付したくても納付できない

担税力の乏しい納税者には、生活状況を把握

の上、納税の猶予や差押え等の滞納処分を保

留するなど、生活実態に応じた対応を行って

います。

また、一括納付できない納税者には、生活

状況を考慮の上、分割納付を実施していると

ころであり、今後とも適正な税務行政の執行

に努めたいと考えております。

前知事のお別れの会について、大塚知事室長

まず負担割合についてですが、県として負担

できるものと負担できないものに分けまして、

県として負担できるものについては２分の１

ということで負担いたしました。

支出の理由でございますが、県政に貢献い

ただいた方に対して、その方が亡くなった場

合にどういった形で県として対応するのかと

いうことにつきましては、これまでの本県の

例、あるいは他県の例などを見まして、今回

はこういう形で支出をさせていただいたもの

であります。

結構有病率が多いなという感じがし堤委員

ます。３１％で９７０人ですよね。こういう

方々はストレスチェックをいろいろやると言

っていますけども、結局職場の環境の改善と

か、そういうのは上司がやっぱりきちっと見

ておかないとなかなかできないと思うんです

よ。そういう上司に対する健康管理について

の指導と言うか、そういうのはどういう形で

やられているのかなと思います。

それと、個人情報について、条例がありま

すからそれできちっと対応するというのは当

然のことなんだけれども、さっき廃棄とかい

うことが聞こえたような気がしたんだけれど

も、廃棄というのは、誰がどういう形でされ

るのかというのを――聞き間違いであれば申

し訳ないんだけれども、廃棄する場合にはど

ういう形でするのかという点を教えてくださ

い。

上司に対する健康指導と言い藤原人事課長

ますか、メンタル面も含めた管理指導という

ことになりますと、ラインケアの中に、いわ

ゆる班総括というポストに座っている職員が

おります。そういった職員に対して、ライン

ケア強化のためにメンタルヘルス研修という

のを毎年実施しておりまして、具体的な事例

検討を取り入れながら、部下職員の健康指導

を徹底するといった内容で行っております。

個人情報保護条例を所管石松県政情報課長

しております。

先ほどのデータの廃棄又は消去についてで

ございます。これは、事業者に委託した場合

は、事業者が廃棄又は消去し、その証明書を

提出していただくことになっております。ま

た、必要があれば委託者である県が立ち会う

こともできるとしております。

ほかに、事前通告されていな土居副委員長

い委員で質疑はありませんか。

２点ございまして、１点目が主要衛藤委員

な施策の成果。総務部で５ページから７ペー

ジまで３事業が上がっているんですけれども、

ここの人件費のところを見てみますと、予算

と決算の人件費が全くの同額になっておりま

す。人件費を考えるとき、例えば決算事業別

説明書なんかでの給与費を見ると、やっぱり

予算と決算は必ずしも一致しない。この１０

０万円単位で一致するということに、非常に

違和感を抱いております。前年度のベースが

あるので、例えば研修なんかにしても、私は

会社勤めをしていた頃に研修を見たことがあ

るんですけれども、やっぱり初年度にやった

ものを事務局としては次の年は基本的にはベ

ースができていて使い回すということができ

るので、時間単位とか日数単位で見たら人件
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費が全く同じということはあり得ないと思う

んですよね。

今、県として行財政改革のところで、量か

ら質へこれから移行するという話をされてい

ますけども、この質を考える上で重要なのは、

無駄な仕事の削り出しだと思っております。

きちんとその前提となるのが仕事の棚卸しで

あって、この仕事にどれぐらい時間が掛かっ

ている、どれぐらいの無駄が出ているという

のをきちんと把握していくのがその第一歩だ

と思っています。この棚卸しができていない

象徴こそがこの決算と予算が全く同額になっ

ているところだと思っております。このよう

な点、行財政改革も含めた今後の方向性とし

て、こういった人件費の把握をどのように進

めていくおつもりなのかというところをお伺

いしたいというのが１点。

もう一つ、決算全体に関わる話なんですが、

決算のタイミングについてです。今の平成２

８年度決算は、平成２９年度の予算が決まっ

た後にやっております。民間企業は、決算に

関しては四半期決算が今もう常識になってい

る中で、この決算が予算に反映されないとい

う問題があります。少なくとも、我々議会の

予算審議においては、この平成２８年度決算

は平成２９年度の予算を審査する上で全く参

考材料になっていないと。平成２７年度、２

年前のものを参考にするしかないという状況

になっております。こういった決算が反映さ

れていないという問題についてどのようにお

考えかというのを、２点お伺いします。

最初の主要な施策の成果に幸行政企画課長

ついてお答えします。

議員おっしゃるように、予算額と決算額は

今１人当たり単価は１千万円として計上して

おります。ここにつきましては、人はやはり

人事異動が起こりますので、その人事異動で

昇級等に基づいた金額を反映するというのは、

その評価に当たってと言いますか、予算額と

決算額の比較においては、ちょっとその辺は

難しい点がございます。

ということで、人が替わろうが替わるまい

がということで１千万円という形でここに計

上させていただいて。ただ、事業費につきま

しては当然のことながら、当初計上していた

予算に対して最終決算額がどうなったという

意味での観点からのコスト比較、コスト管理

をさせていただいているところです。

前年度の決算を次の年の当初佐藤財政課長

予算等に反映するために、決算の棚卸し等を

早くできないかということでありますけれど

も、制度的には、予算については単年度主義

でありますので、３月３１日までの事業執行

について決算を行うということで、どうして

も決算作業自体は翌年度になっていきます。

そういったタイミングでいくと、例えば２８

年度の決算については、決算した後に今の段

階でその決算の審査をしていただいておりま

すけれども、ただ、当初予算を議論させてい

ただくときには、当然前年度の事業執行につ

いてどういった課題がある中で事業を新たに

組替えをするとか、新規の事業については、

今までの事業執行の中でこういった課題があ

ったから、それについてこういった形での新

規事業を立てるとかいうことで、当然、その

前年度までの事業の課題等については議論を

させていただいた中で、当初予算の編成をさ

せていただいていると考えております。物理

的に決算を反映できるのかというと、決算自

体の数字を反映するというのはなかなか難し

いと思うんですけども、実際の課題等につい

ては、しっかり前年度までの課題と問題点に

ついては把握した上で、当初予算を編成する

ときに議会に対しても説明をさせていただい

ていると考えております。

そのほかございませんか。土居副委員長

〔「なし」と言う者あり〕

よろしいですか。土居副委員長

それでは、委員外議員で質疑はございませ

んか。

〔「なし」と言う者あり〕

それでは、本日の質疑等を踏土居副委員長

まえ、全体を通して、委員の方からほかに何

か質疑はございませんか。
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〔「なし」と言う者あり〕

ほかにないようですので、こ土居副委員長

れで質疑を終了します。

それでは、これをもって総務部関係の審査

を終わります。

執行部はお疲れさまでした。

これより内部協議に入りますので、委員の

方はお残りください。

〔総務部、委員外議員退室〕

これより内部協議に入ります。土居副委員長

先ほどの総務部の審査における質疑等を踏

まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと思

いますが、特に指摘事項や、来年度予算へ反

映させるべき意見・要望事項等がありました

ら、お願いします。

先ほどの県職員のメンタルの問題で、堤委員

やはり現場でかなり研修等が行われているん

ですけれども、是非そのメンタル面で、やっ

ぱり病気にならないようなそういう環境も、

一方では積極的にやっていくというところも

来年度は是非力を入れていただきたいなと思

っております。

そのほかございませんか。土居副委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ただ今、委員から頂きました土居副委員長

御意見、御要望及び本日の審査における質疑

を踏まえ、審査報告書案として取りまとめた

いと思います。

詳細については、委員長に御一任いただき

たいと思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

それでは、そのようにいたし土居副委員長

ます。

以上で総務部関係の審査報告書の検討を終

わります。

暫時、休憩いたします。

午前１１時０３分休憩

午後 １時０１分再開

それでは、休憩前に引き続き古手川委員長

委員会を開きます。

これより教育委員会関係の審査を行います。

執行部の説明は、要請した時間の範囲内と

なるよう要点を簡潔・明瞭にお願いいたしま

す。

それでは、教育長及び関係課室長の説明を

求めます。

教育委員会所管に係る平成２８工藤教育長

年度決算について説明いたします。

初めに、平成２７年度決算特別委員会審査

報告書に対する措置状況について報告させて

いただきます。

指摘事項は２点であります。お手元の報告

書の１０ページをお開きください。収入未済

額の解消についてでございます。

地域改善対策奨学金については、平成１６

年度に貸与は終了し、現在は返還事務のみを

行っています。収入未済の解消に向け、納入

期限の翌月の督促や徴収強化月間である５月

と１１月に現年度、過年度の催告を行ってい

ますが、経済的基盤の弱い方に対する制度で

あり、また、近年は保護者の高齢化に伴う収

入減少などにより返還困難となっている事例

が多くなってきております。

厳しい現状にはありますが、今後も返還者

及びその関係者の人権に最大限配慮しながら、

積極的かつ慎重な債権管理に努めてまいりま

す。

次に、２１ページをお開きください。学校

における相談支援体制の強化についてであり

ます。

学校における教育相談体制を充実するため、

各学校ではスクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカーを活用し、組織的に問題

を解決する体制の整備が求められており、本

県においても、いじめ・不登校対策などの充

実・強化に向け、計画的配置を進めておりま

す。

また、本庁と教育事務所が連携して学校を

指導・支援するとともに、スクールソーシャ

ルワーカー活用ガイドラインの策定・配布や、

スクールカウンセラー、スクールソーシャル

ワーカーとの情報交換のための連絡協議会を
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開催して連携強化を図りながら、関係者のス

キルアップにも努めております。

今後も、本年度新設した学校安全・安心支

援課を中心に、福祉・警察などの関係機関と

一層の連携を図りながら、教育相談体制の充

実を図ってまいります。

さらに、子どもの貧困対策としての奨学金

の貸与の在り方に関しまして、本県では、大

分県奨学会が、高校生等に無利子で奨学金を

貸与しているところですが、本年度、国にお

いて、給付型の奨学金が新たに創設されたと

ころであります。県としては、国の新たな制

度の実施状況等を踏まえた上で、制度の充実

について検討してまいります。

続いて、お手元の平成２８年度における主

要な施策の成果によりまして、主な事業の執

行状況等について説明させていただきます。

まず、２０５ページをお開きください。次

の２０６ページと併せて、小・中学校の学力

向上対策の事業を説明申し上げます。

これらの事業は、市町村学力向上アクショ

ンプランに基づく様々な支援により、児童生

徒のつまずきの解消や低学力層の底上げを図

るなど、学力向上に向けた取組を実施したも

のであります。

２８年度は、中ほどの２の事業内容のとお

り、小学校５年生・中学校２年生対象の県学

力定着状況調査を実施し、国の学力調査の結

果と併せて、喫緊に解決しなければならない

課題を明らかにし、その解決に向けて、学校

関係者などの共通認識と協働を図るための授

業改善協議会などを開催いたしました。

そうした取組の結果、事業名欄下の総合評

価は、小学校、中学校共にＡとしております。

今後については、一番下の４今後の課題と

方向性等のとおり、学力向上の更なる推進を

図るため、新大分スタンダードの徹底による

一層の授業改善に取り組むとともに、特に中

学校では、中学校学力向上対策三つの提言の

確実な実施に向け、推進重点校８校を指定し、

学力向上支援教員と習熟度別指導推進教員の

重点配置による人的支援や、先進県教員の派

遣などによる指導支援の充実等を図ってまい

ります。

次に２０７ページ、特別支援学校就労支援

事業であります。

この事業は、特別支援学校の就労支援体制

の充実と、就労に対する生徒の意欲向上、保

護者の意識改革、企業の理解促進を図るなど、

一般就労率の向上に向けた取組を実施したも

のです。

２８年度は、６人の就労支援アドバイザー

を配置して職場開拓等を行うとともに、生徒

の働く力について企業の理解を促進するため

の技能発表会の開催などに取り組みました。

本事業の総合評価はＡとしておりますが、

成果指標としている知的障がい特別支援学校

高等部生徒の一般就労率の２８年度実績は２

９．１％で、前年度より４．３ポイント上昇

したものの、目標としている全国平均にはま

だ及ばない状況であります。今後は、就労支

援アドバイザーの配置拡大のほか、様々な施

策により、一般就労率の一層の向上を図って

いく必要があると考えております。

次に、１ページ飛びまして、２０９ページ、

未来を創る学び推進事業です。

この事業は、平成３２年度からの大学入試

改革を見据え、生徒が主体的・対話的に深く

学ぶアクティブ・ラーニング型授業の導入な

ど、授業改善を推進し、高校生の学力向上に

向けた取組を実施したものであります。

２８年度は、東京大学高大接続研究開発セ

ンターとの連携による協調学習の研究や、社

会で求められる資質の理解と思考力・判断力

・表現力の育成を図る高校生のための学びの

力向上カンファレンスの開催などに取り組み

ました。

本事業の総合評価はＡとしておりますが、

今後は中学校と高等学校の連携を強化し、大

学入試改革を見据えた授業改善に一体的に取

り組んでまいります。

ちょっと飛びまして、２１７ページをお願

いいたします。県立学校施設整備事業であり

ます。
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この事業は、県立の高等学校及び特別支援

学校などの安全・安心で快適な教育環境を確

保するため、大規模改造などの施設整備を行

ったものです。

２８年度は、高田高校ほか２０校の大規模

改造や別府翔青高校の弓道場の新築などを行

ったところです。

大規模改造工事では、国の補正予算を受け

入れたため次年度に繰り越した１棟、日出支

援学校を除く４０棟の工事を計画どおり完了

しており、本事業の総合評価はＡとしており

ます。

なお、耐震化につきましては、県立学校で

は既に１００％を達成しておりましたが、小

中学校でも、市町村への積極的な働きかけに

より、平成２９年４月１日現在で１００％の

耐震化を達成したところであります。

今後も、更新時期を迎える施設の大規模改

造を計画的に進めることで、財政負担の平準

化と施設の長寿命化を図りながら、引き続き

教育環境の維持・改善に努めてまいります。

次の２１８ページです。その下の２１９ペ

ージと併せて、いじめ・不登校対策の事業に

ついてであります。

これらの事業は、いじめや不登校等の児童

生徒指導上の問題行動を未然防止する教職員

向けスキルアップ研修や、スクールカウンセ

ラー及びスクールソーシャルワーカーの配置

などによる児童生徒指導体制・教育相談機能

の充実・強化を行い、いじめや不登校等の早

期対応、解消を図ったものです。

２８年度は、小・中・高等学校の教員を対

象にいじめ防止のスキルアップ研修を開催す

るとともに、各学校にスクールカウンセラー

を７３人、また、市町村と県立学校にスクー

ルソーシャルワーカーを県が２９人、大分市

が１５人で合わせて４４人配置し、組織的な

教育相談活動を実施したことにより、学校に

おける指導・助言体制が充実し、関係機関と

連携したきめ細かな支援が図られました。

本事業の総合評価はＡとしておりますが、

今後は、地域不登校防止推進教員の小学校へ

の配置に加え、あったかハート１・２・３運

動や学校全体での組織的な取組の徹底により、

不登校を生まない学校づくりに努めていくと

ともに、スクールソーシャルワーカーの配置

を拡充するなど、不登校解消に向けた取組を

一層強化してまいります。

なお、３の成果指標の欄を御覧ください。

国の取りまとめが１０月にずれ込んでいるた

め、いずれの指標も２８年度実績値はまだ確

定しておりませんが、県の集計では、中学校

不登校出現率が３．０５％、小学校いじめ解

消率が８８．２％となっております。

次に、少し飛びまして、２２２ページ、地

域の高校活性化支援事業であります。

この事業は、地域の高校が、地元住民や中

学校と連携し、生徒の学力向上や魅力・特色

ある学校づくりの取組を企画・実施すること

により、地元に信頼され生徒に選ばれる魅力

ある学校づくりや、地域の活力となる学校づ

くりを推進するものです。

２８年度は１１校を指定し、中高連携によ

る学力向上などに取り組む学力向上プロジェ

クトと、地域資源を生かし、地域の魅力を発

信する外国語版パンフレットやＣＭ作成など

に取り組む学力向上プラスワンプロジェクト

によって、地域の学校の魅力化・特色化を推

進しました。

本事業の総合評価はＡとしておりますが、

本県では、今後更なる生徒数の減少が見込ま

れますことから、引き続き地域と連携し、魅

力・特色ある学校づくりに取り組んでまいり

ます。

次は２２３ページ、放課後・土曜学習支援

事業です。

この事業は、学校・家庭・地域の協働を推

進するための協育ネットワークを活用し、地

域の学習活動や体験活動を支援することによ

り、学習習慣の定着と心豊かで健やかな子ど

もたちの育成を図ったものであります。

２８年度は、放課後チャレンジ教室を国の

補助により直接実施している大分市を除く１

７市町村で１５９教室、小学生土曜教室を１
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４市町村で１０２教室、中学生学び応援教室

を７市町村で２６教室開催いたしました。全

体の参加児童生徒数は１万１，８１４人とい

うことで、前年度より５８５人増加しており、

取組は着実に定着してきております。

本事業の総合評価はＡとしていますが、今

後も教室の拡大に向け、引き続き地域人材の

確保や活動内容の充実に取り組んでまいりま

す。

少し飛びまして、２２６ページであります。

日本遺産認定推進事業です。

この事業は、市町村をつなぐ文化・伝統の

ストーリー化などを行って、日本遺産の認定

を目指す取組を通じて、地域の活性化を図っ

たものです。

２８年度は、新たな日本遺産の認定に向け、

国東市の文殊仙寺東古参道など４件の文化財

のブラッシュアップや、文化庁の講演会によ

る情報発信を行いました。

また、日本遺産推進協議会では有識者から

専門的な助言・指導を頂き、地域の歴史的魅

力や特色を通じて市町村の枠組みを超えた文

化・伝統を語るストーリーを磨き上げたこと

により、２９年度の認定に向けて目標として

いた４件の申請をすることができました。そ

の結果、中津市と玖珠町の共同申請による

「やばけい遊覧～大地に描いた山水絵巻の道

をゆく～」が、本年４月に新たに日本遺産に

認定されたところです。

本事業の総合評価はＡとしておりますが、

今後も引き続き日本遺産の認定に向けた市町

村の取組を支援し、歴史・文化を活用した地

域の活性化に取り組んでまいります。

最後に、２２９ページであります。チーム

大分強化事業です。

この事業は、国体の総合順位の引上げや、

全国大会で上位入賞できる選手を強化するこ

とにより、本県のスポーツ振興や競技力の向

上を図ったものです。

２８年度は、４１の競技団体に強化費など

の補助を行い、選抜選手の強化などを図りま

した。

昨年開催された岩手国体の順位は３８位と

いうことで、１０位台という目標に大きく届

かなかったため、本事業の総合評価はＣとし

ておりますが、入賞数が６８から７１に増え

たことや、これまで１度も入賞のなかったゴ

ルフ競技で初入賞を果たすなどの成果も得ら

れております。

今後は、活躍が期待できる競技の重点強化

や、指導者の資質向上に取り組むとともに、

将来に向けた安定的な競技力構築のため、大

分育ちのジュニア選手を育成するなど、小中

高一貫指導体制の再構築に努めて、目標であ

る国体順位１０位台に向けた競技力向上対策

を図ってまいります。

なお、現在開催中の愛媛国体では、弓道競

技やフェンシング競技で優勝するなど、健闘

しているところであります。今日もフェンシ

ングの成年男子エペで優勝という情報も入っ

てきております。

それから続きまして、平成２８年度行政監

査結果について説明します。

お手元の平成２８年度行政監査・包括外部

監査の結果の概要の１ページを御覧いただき

たいと思います。

２の監査テーマ及び目的にありますように、

行政監査は「県有施設の安全・安心について

～施設管理の在り方～」をテーマとして実施

されました。

２ページをお開きいただきたいと思います。

教育庁につきましては、改善事項６項目、検

討事項５項目について指摘を受けました。

２ページ一番下の項目では、表の左から３

番目の監査結果等欄の中ほどに記載されてい

ますように、日常点検の実施に係る全庁的な

統一基準の策定についての検討について、ま

た、３ページ一番上の項目では、監査結果等

欄の一番下ですが、チェックリストを使用し

た日常点検の実施に係る指導について、検討

するよう指摘を受けたところであります。

これらの指摘を受け、直ちに教育庁点検マ

ニュアルを見直し、県立学校では、建築基準

法に基づく法定点検に加え、学校保健安全法
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に基づく学期ごとの定期点検や、毎授業日の

日常点検を行うこととしました。

また、香々地青少年の家などの社会教育施

設等についても、本マニュアルに基づき同様

の点検を行うこととしております。

その他、安全点検に関する職員研修の実施

や、施設等の適切な保全管理に関する統一的

な指導・相談体制の整備などについて指摘い

ただいておりますが、全ての項目で既に是正

措置を講じたところであります。

なお、資料７ページからの平成２８年度包

括外部監査の結果については該当がありませ

ん。

以上で私からの説明を終わります。なお、

各課室の決算状況につきましては、担当課室

長から説明します。

まず、教育委員会所管に森﨑教育財務課長

係る平成２８年度歳出決算の総括表について

説明いたします。

お手元の平成２８年度一般会計及び特別会

計決算事業別説明書で説明します。３０３ペ

ージをお開きください。

平成２８年度歳出決算総括表ですが、教育

委員会に関係する予算の款・項は、表の左に

ありますように、第１０款教育費第１項教育

総務費を始め、第６項大学費を除く七つの項

と、第１１款災害復旧費第３項県立学校施設

災害復旧費であります。

表の一番下の歳出合計で見ますと、左から

２列目、予算現額欄にありますとおり、予算

額１，１５４億３，８４１万６，４２３円に

対しまして、決算額はその右側、支出済額欄

のとおり、１，１２９億８，４４５万８，９

８３円となっております。

続きまして、教育能見教育改革・企画課長

改革・企画課所管分のうち、主なものを説明

いたします。

同じ資料の３０５ページをお願いいたしま

す。第１項教育総務費第１目教育委員会費の

決算額１，３１４万８，１０３円は、教育委

員５人分の報酬や教育委員会の運営などに要

した経費でございます。

続きまして、その下の第２目事務局費の決

算額３，０４８万２，１２３円は、文書法規

事務や広報活動、教育事務所の運営などに要

した経費でございます。

教育人事課所管分のう法華津教育人事課長

ち、主なものを説明いたします。

同じ資料の３０７ページをお開きください。

第１項教育総務費第３目教職員人事費の決算

額４億１８２万１，８２２円のうち、事業別

決算額欄一番上の４，７９５万８，８２２円、

小・中学校人事管理費は、小・中学校の病気

休暇取得者に代わる職員の派遣等に要した経

費でございます。

続きまして、その下の８，０６１万６，９

５４円、県立学校人事管理費は、県立学校で

の賃金職員等の配置、教員採用選考試験の実

施、県立学校教職員の人事異動事務などに要

した経費でございます。

次の３０８ページをお開きください。事業

別決算額欄一番上の５８５万６，７３５円、

学校マネジメント力向上推進事業費は、学校

教育課題への組織的な対応力を強化するため、

「芯の通った学校組織」推進プラン等に基づ

き、教職員の資質向上、意識改革のための研

修の実施などに要した経費でございます。

教育財務課所管分のうち、森﨑教育財務課長

主なものを説明いたします。

３１４ページをお開きください。第１項教

育総務費第４目教育指導費の決算額３億４，

３３３万７４９円のうち、事業別決算額欄一

番上の５，４４６万５，４４９円、高等学校

等奨学金貸与事業費は、公益財団法人大分県

奨学会が実施する奨学金事業について、貸付

原資の貸与及びその運営経費を補助したもの

であります。なお、２８年度は延べ２，６９

２人に奨学金や入学支度金の貸与を行ってお

ります。

次の３１５ページでございます。第４項高

等学校費第２目全日制高等学校管理費の決算

額３２億９，６５８万２，５６１円は、全日

制高校の管理運営及び就学支援金の支給に要

した経費でございます。
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３１９ページをお開きください。第５項特

別支援教育費第２目支援学校費の決算額４億

９，５１３万９，８９０円のうち、事業別決

算額欄一番上の２億９，８４１万７，５２５

円、運営費は、盲・ろう学校を除く特別支援

学校の管理運営に要した経費でございます。

続きまして、その下の第１１款災害復旧費

第３項県立学校施設災害復旧費の第１目県立

学校施設災害復旧費の決算額３，１４０万７，

５２９円は、昨年４月の熊本地震で被災した

高等学校及び特別支援学校の施設・設備の災

害復旧に要した経費でございます。

福利課所管分のうち、主なも中村福利課長

のを説明いたします。

３２０ページをお開きください。第１項教

育総務費第２目事務局費の決算額６億３，０

３７万４，２００円のうち、事業別決算額欄

一番上の４億９，９５４万８千円、児童手当

費は、児童を養育している教職員に対し支給

した児童手当が主なものでございます。

続きまして、その下の第６目恩給及退職年

金費の決算額１億９９３万８６３円は、恩給

及び退職年金受給者１３人、扶助料受給者７

５人、合わせて８８人に支給した恩給等が主

なものでございます。

３２１ページを御覧ください。第８項保健

体育費第１目保健体育総務費の決算額３，５

４７万１，２２１円は、県立学校の安全衛生

管理体制の整備や県立学校教職員の健康診断

等に要した経費が主なものでございます。

学校安全・安宗岡学校安全・安心支援課長

心支援課所管分のうち、主なものを説明いた

します。

次のページ、３２２ページをお開きくださ

い。第１項教育総務費第４目教育指導費の決

算額７億９，４６５万８１４円のうち、その

次の３２３ページを御覧いただきまして、事

業別決算額欄下から２番目の５８５万９，１

８７円、生徒指導対策費は、いじめや不登校

等の生徒指導上の諸問題への対応等について

協議するため、関係機関との会議など指導体

制の整備に要した経費でございます。

義務教育課所管分のうち、米持義務教育課長

主なものを説明いたします。

前のページ、３２２ページにお戻りくださ

い。事業別決算額欄上から５番目の４１５万

２，７３２円、アクティブ・ラーニング美術

教育推進事業費は、他者の良さを認め合える

人材、創造力のたくましい人材を育成するた

め、ものの見方が広がる小学校４年生の時期

に、県立美術館で優れた芸術作品を主体的・

対話的に鑑賞し、幅広い文化に触れる機会を

提供するために要した経費でございます。

特別支援教育課所管後藤特別支援教育課長

分のうち、主なものを説明いたします。

次の３２３ページを御覧ください。事業別

決算額欄一番下の６１４万２千円、特別支援

教育費は、障がいのある子どもたち一人一人

のニーズに応じた特別支援教育を推進するた

め、特別支援学校に在籍する医療的なケアが

必要な児童生徒に対応する教員や看護師の研

修などに要した経費でございます。

高校教育課所管分のうち、姫野高校教育課長

主なものを説明いたします。

３２５ページをお開きください。第１項教

育総務費第４目教育指導費の決算額２億１，

８５２万３，５２０円のうち、事業別決算額

欄の下から３番目の９２４万８，８１７円、

地域産業を担うものづくり人材育成事業費は、

工業科高校生を専門的知識や技術・技能を身

につけたものづくり人材として育成するため、

多様な資格の取得支援や県内企業と連携した

技術指導などを実施するために要した経費で

ございます。

社会教育課所管分のうち、阿南社会教育課長

主なものを説明いたします。

３２９ページをお開きください。第７項社

会教育費第４目図書館費の決算額２億６，０

１８万５，０７２円のうち、事業別決算額欄

一番下の５，３０７万９，５００円、資料整

備費（県立図書館資料整備費）でありますが、

県立図書館の図書購入などに要した経費でご

ざいます。２８年度は新たに２万４７冊を購

入し、蔵書冊数は１１６万６，６１０冊とな
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っております。

次のページ、３３０ページをお開きくださ

い。第６目社会教育総合センター費の決算額

７，２４０万６，１２２円は、社会教育総合

センター及び香々地・九重両青少年の家の管

理運営や事業の実施などに要した経費でござ

います。

なお、社会教育総合センターは昨年度末で

廃止しましたが、研修や講座の開催、学習相

談などこれまで社会教育総合センターが行っ

てきた主要な業務は、今年度から県立図書館

で実施しております。

人権・同和教育課樋口人権・同和教育課長

所管分のうち、主なものを説明いたします。

次の３３１ページを御覧ください。第１項

教育総務費第４目教育指導費の決算額２，３

４１万４，８８９円のうち、事業説明欄中ほ

ど、市町村人権教育推進事業費２５８万８，

７７１円は、人権教育指導者等の養成や講師

派遣など市町村の人権教育支援に要した経費

でございます。

文化課所管分のうち、主なも佐藤文化課長

のを説明いたします。

３３３ページをお開きください。第７項社

会教育費第３目文化財保護費の決算額９億６，

４１８万４，２７６円のうち、事業別決算額

欄上から２番目の１億１２７万４，１４２円、

記録保存修理費ですが、このうち事業説明欄

下から３番目の大友氏遺跡土地公有化支援事

業費３，７１５万４千円は、大分市が実施し

ている国史跡である大友氏遺跡の土地公有化

事業に対して、補助を行ったものでございま

す。

次のページ、３３４ページを御覧ください。

事業別決算額欄一番下の７億１，４３２万３

２４円の埋蔵文化財センター移転事業費は、

老朽化した埋蔵文化財センターの移転に向け

て、旧芸術会館の施設改修等に要した経費で

ございます。

体育保健課所管分のうち、井上体育保健課長

主なものを説明いたします。

３３６ページをお開きください。第８項保

健体育費第２目体育振興費の決算額１２億３，

３００万９５２円のうち、事業別決算額欄一

番上の１，６３４万９，６８９円、生涯スポ

ーツ振興費は、県民体育大会の開催など、県

民が生涯にわたってスポーツに親しみ、健康

で活力に満ちた生活を送るための各種事業に

要した経費でございます。

次のページ、３３７ページを御覧ください。

第３目体育施設費の決算額８，６２４万９，

１００円は、県立体育施設の管理運営などに

要した経費でございます。

屋内ス山上屋内スポーツ施設建設推進室長

ポーツ施設建設推進室所管分を説明いたしま

す。

同じページですが、３３７ページを御覧く

ださい。事業別決算額欄上から３番目の８億

１，０６７万４，６０８円、県立スポーツ施

設建設事業費は、県立屋内スポーツ施設の建

設に向けた実施設計及び工事費の前払等に要

した経費でございます。

なお、今年３月に工事請負契約を締結し、

これまで予定どおりに基礎工事が進んでおり

ます。平成３１年４月のしゅん工を目指して、

工事の進行管理及び安全管理に万全を期して

いるところでございます。

以上で各課室の決算状況の説明を終わりま

す。

ありがとうございました。以古手川委員長

上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙

手し、私から指名を受けた後、自席で起立の

上、マイクを使用し、簡潔・明瞭に答弁をお

願いします。

事前通告が３人の委員から出されています

ので、まず事前通告のあった委員の質疑から

始めます。

大きく四つのことを聞きたい土居副委員長

と思います。

まず初めは、主要な施策の成果２２１ペー

ジの「芯の通った学校組織」定着推進事業で

す。これで３点伺います。
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まず、主任等の研修です。平成２８年度か

ら教務主任、生徒指導主任研修をほかの主任

にも受講可能にしましたし、研究主任の研修

を新設いたしました。この実績と成果につい

て伺います。

次に、芯の通った学校組織ということで、

ミドル・アップダウン・マネジメントを目指

しています。この進捗具合はどうなのか。

次に、この結果をどのように今年度の第２

ステージにつないでいったのか、実施してい

っているのか伺います。

次に、２番目です。アクティブ・ラーニン

グ美術教育推進事業費です。

事業別説明書の３２２ページなんですが、

１８市町村から１８校をモデルに５４学級で

実施するとしていましたが、実際どうだった

のかと。また、今年度はどのように取り組ん

でいるのか。さらには、市町村が主体となっ

て取り組んでいくということですが、その市

町村の動きはどうなのか伺います。

三つ目は、小・中学校フッ化物洗口推進事

業です。主要な施策の成果の２１４ページで

す。

実施に至らなかった３市２町はどこなのか。

また、今年度取り組んでいない２町の現在の

状況はどうなのか伺います。

４番目、いじめ・不登校等解決支援事業で

す。主要な施策の成果の２１９ページです。

いじめや不登校の校内対策委員会とスクー

ルカウンセラーやソーシャルワーカーとの一

体化をどのように図ったのか。組織的な体制

をどのように築いていったのか、またそれを

どのように今年度につなげていったのか伺い

ます。

まず、「芯の通っ能見教育改革・企画課長

た学校組織」定着推進事業の関係で、御質問

の点についてお答え申し上げます。

まず、主任の研修でございますが、県教育

センターでは職能研修の一環としまして、研

究主任、新任教務主任、新任生徒指導主任等

を対象とした研修を実施し、組織的な事業改

善、生徒指導等の実践的なマネジメント能力

の向上を図っております。研究主任研修は、

主任等研修の一つとして位置づけられており

ますが、昨年度の主任等研修の受講者は１，

３３０人の予定に対して、実績は１，２５８

人でございました。そのうち、研究主任研修

は３２０人の予定に対して２９２人が受講し

ております。

次に、ミドル・アップダウン・マネジメン

トですけれども、ミドル・アップダウン・マ

ネジメントに関しましては、このような研修

のほかに、芯の通った学校組織における学校

マネジメントのポイントを八つの観点として

各学校に提示し、教育事務所による学校訪問

等を通じてその徹底を図ってまいりました。

昨年度、八つの観点に関する教育事務所の評

価――Ｓ、Ａ、Ｂの３段階評価を行っており

ますけれども、それによりますと、主任等の

役割、責任の明確化に関する項目、運営委員

会の活用に関する項目で、９割以上の学校が

Ａ評価以上になるなど、かなりの定着が見ら

れたところでございます。

また、昨年度、第５フェーズでございまし

たけれども、夏に「芯の通った学校組織」定

着状況等調査を実施いたしました。その結果

によりますと、主要主任等の学校運営への参

画意識が高まったと思うかという設問に対し

まして、ほぼ全ての校長が「そう思う」、

「ある程度そう思う」と肯定的に回答をして

おります。

こうした状況を踏まえまして、第２ステー

ジとなる大分県版「チーム学校」実現プラン

では、学校マネジメントを四つの観点に整理

し直しまして、ミドル・アップダウン・マネ

ジメントの更なる徹底を図り、さらには大分

県版「チーム学校」を構築することで、学校

マネジメントの深化を図ることとしておりま

す。

二つ目のアクティブ・ラ米持義務教育課長

ーニング美術教育推進事業についてお答えい

たします。

３年計画で行っております本事業でござい

ますが、次のとおりでございます。
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まず、事業１年目、平成２８年度の招待実

績ですが、１８市町村から３３校４６学級、

計１，０５３人の児童を招待いたしました。

また、２年目に当たります本年度、２９年度

の招待計画としては、１７市町村から３４校

５０学級、１，０５９人の児童の招待を予定

しております。９月末時点で１９校２７学級、

５３０人の児童が既に鑑賞を終えております。

このような体験活動に参加した学校からは、

児童が自分なりの考えを持って発言したり、

あるいは自分の表現に自信を持って制作に取

り組むようになったなどの感想を聞いており

ます。

一方、遠く片道１時間半を超える学校も多

く、授業時数等に非常に苦慮した学校もあり

ますので、そのような学校に対応するため、

本事業に加え、県立美術館独自に学校を会場

に出前美術体験活動や巡回作品展等の取組も

ありまして、市町村からや学校からの開催要

請は増えていると聞いております。例えば、

アウトリーチプログラム――美術館職員によ

る出前美術体験活動等を姫島や津江の小中学

校が取り組んでおります。また、スクールミ

ュージアム――学校を会場とした巡回作品展

を日田市、津久見市の中学校が取り組んでい

るところでございます。

さらに、これらの取組もありまして、朝倉

文夫記念館や中津の木村記念美術館、あるい

は地域にある美術品、資料品を活用する学校

も出てきていると聞いております。これら全

体の仕組みの中で日常の授業が充実し、リピ

ーターが生まれ、土曜日、日曜日の活用につ

ながり、芸術への興味だけでなく、新たな芸

術家が生まれることを期待したいと思ってお

ります。

御質問の３点目、小・中井上体育保健課長

学校フッ化物洗口推進事業についてでござい

ます。

平成２８年度末で、小中学校におけるフッ

化物洗口の未実施の３市は、竹田市、由布市、

豊後大野市で、また、２町は玖珠町、九重町

でございます。このうち、竹田市などの３市

については、今年度からモデル校で実施して

おります。

また、２町のフッ化物洗口の取組状況につ

きましては、それぞれの検討委員会の中で具

体的な実施方法や安全な取組について、歯科

医師や薬剤師等を交え、丁寧に協議を行って

いるところでございまして、その結果、玖珠

町では今年度の２学期から各小学校で順次導

入し、今年度中に全小学校で開始することと

なっております。九重町につきましては、先

進校視察などを実施して、導入に向けて検討

を重ねている状況でございます。

県教育委員会としては、全ての小中学校で

のフッ化物洗口実施に向けて、保護者や教職

員に対して、虫歯予防の重要性やフッ化物洗

口の有効性、他地域の取組など、丁寧に説明

しているところでございます。今後も歯磨き

指導、食に関する指導、フッ化物の活用の３

本柱による虫歯予防について指導、助言をし

ていきたいと考えております。

４点目のいじ宗岡学校安全・安心支援課長

め・不登校等解決支援事業についてお答えし

ます。

いじめ・不登校対策につきましては、早期

の認知、早期対応が求められますけれども、

様々な要因が絡み合っておりまして、教職員

だけの対応では負担が増し、問題の深刻化が

考えられますことから、心理や福祉の専門的

な知識を有するスクールカウンセラー、スク

ールソーシャルワーカーの計画的な配置を進

めているところでございます。昨年度は、校

内組織体制の具体的な在り方につきまして、

スクールソーシャルワーカー活用ガイドライ

ンを作成しまして、全ての学校に示したとこ

ろでございます。

これによりまして、学校はスクールカウン

セラー、スクールソーシャルワーカーの参画

の下、校内対策委員会の定例化が図られ、更

に福祉関係機関等と連携したケース会議を行

うなど、児童生徒の抱える問題の改善に向け

た組織的対応が進められているところでござ

います。今年度は、組織体制の更なる強化、
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一体化のために、「芯の通った学校組織」推

進プラン第２ステージに基づきまして、スク

ールカウンセラー、スクールソーシャルワー

カーなどの専門スタッフの役割を全教職員が

理解するとともに、組織的な教育相談体制を

整備することや専門スタッフとの校内の窓口

となる担当者の明確化などを教育事務所とと

もに指導しております。また、スクールカウ

ンセラーとスクールソーシャルワーカーの合

同連絡会議を実施しまして、これら二つの職

の相互連携やスキルアップを図ることとして

いるところでございます。

芯の通った学校組織というの土居副委員長

は、皆さんたちで学校の運営を考えて生み出

した事業です。私もこの事業を大変評価して

おります。深化させていく、深く掘っていく

という言葉も頂きましたので、是非強力に進

めていただければなと思っております。

また、美術教育のアクティブ・ラーニング

なんですけれども、美術館を活用するととも

に、美術館から出ていって、アウトリーチプ

ログラムやスクールミュージアムなどをやっ

て、ＯＰＡＭ方式のリテラシーを高めていっ

ているので、これも本当にすばらしいことだ

と思います。引き続きこれらの事業を力強く

推進していただきますよう要望して、質問等

を終わります。

まず、主要な施策の成果の２０５、堤委員

２０６ページの小・中学校学力向上対策支援

事業ですね。

全国学力・学習状況調査の結果、小学校で

は個に応じた指導の手引き、中学校では組織

的な授業改善の推進とうたっていますけれど

も、これはどう子どもたちの学力向上に資す

るというのか。さらに、全国平均以上の点数

を取るということで、全国では春休みの宿題

だとか、新学期に過去問や類似問題を繰り返

しやらせているという弊害も起きていますけ

れども、大分県内の各学校での実情はどうか。

また、平成２７、２８年度の２年続けて全

教科平均を上回った学校を公表しています。

公表する必要はないのではないかと考えます

けれども、いかがでしょうか。

さらに、事業別説明書の３０８ページ、３

０人学級の関係です。教員の多忙化が全国で

も問題になり、大分県内の中学校でも過労死

が起きました。教職員の勤務実態、つまり勤

務時間の調査を行って、長時間勤務は是正す

ることが必要と考えますが、いかがでしょう

か。あわせて、小学校３年以上及び中学校２

年以上にも３０人学級を拡大することが望ま

しいと考えますけれども、いかがでしょうか。

さらに、３０７ページの人事管理費。新採

用教員に対して１０年間で３地域の異動につ

いて、通勤時間や体調問題など課題が大きい。

この方針を撤回することが必要と思いますけ

れども、さらに、本人からの意向を十分考慮

するようにすることも必要と考えますけれど

も、どうでしょうか。

最後に、３３１ページ、人権・同和教育課

の関係で、社会人権・同和教育実践交流会開

催事業というのはどういうものなのでしょう

か。

まず一つ目の小・中学校米持義務教育課長

学力向上対策支援事業についてお答えいたし

ます。３点にわたって説明していきたいと思

います。

まず、個に応じた指導の手引き及び組織的

な授業改善の推進についてですが、全ての子

どもたちの学ぶ意欲を高め、学習指導要領に

示された基礎・基本的な知識及び技能等が確

実に身につくようにすることは、義務教育の

根幹的な役割だと心得ております。そのため

には、教員一人一人が日々の授業改善に努め

ることはもちろん、その授業改善の鍵として

おります新大分スタンダードに基づき、１時

間ごとの授業をしっかりするとともに、その

中でつまずきの実態に応じた支援、そして習

熟度別少人数指導、そして個に応じた指導の

充実を図ることが大事かと思われます。さら

に、平成２８年度末に示した個に応じた指導

の手引きという冊子を作っておりますが、こ

の中には、特別支援を要する子どもへの配慮

を教科ごとにまとめたりしております。今そ
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れを各教員が使用して授業に当たっていると

ころと存じております。

個に応じた指導の手引きは、今申し上げま

したように、特に低学力層の児童の指導上の

留意点や取組事例等を示すことにより、どの

子にも考える面白さや分かる喜びを実感させ

たいと思いますので、学ぶ力を引き出すこと

には非常に有効じゃないかと考えております。

また、組織的な授業改善の推進は、分かり

やすく言いますと、調査教科――国語、数学

だけでなく、課題である中学校の学力向上の

ため全ての教科で取り組んでいただくことを

願っております。

そういうことで、教育事務所単位や郡市単

位で教科部会を実施し、全教科で組織的な授

業改善を図るものと願っているところでござ

います。また、非常に成果を上げている市町

村におきましては、近隣の中学校が合同で教

科部会を持つなど、工夫等を行っているとこ

ろです。

二つ目の調査前の過去問対策でございます

が、県教育委員会では、文部科学省の指導に

基づき、調査の趣旨・目的を損なうことがな

いように、機会あるごとに市町村教育委員会

あるいは学校に対して指導しております。

昨年５月に管内の小中学校に、調査実施前

に授業時間を使って集中的に過去問をさせ、

本来実施すべき学習ができていないなどの実

態はないかという項目で調査いたしましたが、

そのような実態はないと回答しております。

特にＢ問題、活用力を問う問題で求められる

思考力等の正しい理解をするならば、そのよ

うにドリル的に扱うことはないと思っており

ます。

三つ目、最後になりますが、学校名の公表

についてです。

学校名に併せてその取組事例を公表する意

義は三つ整理しておりまして、一つ目は、他

校の好事例を参考に自校の取組の検証改善を

進めることができると、まずこれが一つ目で

す。二つ目に、家庭や地域に対する説明責任

を果たすことができると思います。三つ目に、

学校と家庭、地域が一体となった学力向上の

取組を促進することが期待できるということ

でございます。引き続き学校名等を公表する

ことが適当であると、こちらとしては考えて

いるところでございます。

公表の成果として、他校の好事例を参考に

したという学校は、小学校で９４％、中学校

で９２．８％と高い割合でありますので、特

に、実際に他校を見に行けない学校にとりま

しては、あるいは遠い市町村にある学校にと

りましては、成果が出ている学校の情報をネ

ット上で見るという非常に有効な手段になっ

ているところでございます。

それでは２点御質問を法華津教育人事課長

頂きましたのでお答えをいたします。

まず１点目の３０人学級編制実施事業につ

いてであります。教職員の勤務実態調査を国

は昨年１０年ぶりに行いましたが、本県では

平成１６年から４年置きに実施しておりまし

て、直近では平成２８年１２月に調査をした

ところであります。本県では、この調査結果

も参考にしながら、教育庁内に設置いたしま

した負担軽減のプロジェクトチームや労使に

よる勤務実態改善検討委員会で協議しながら、

教職員の負担軽減に向けまして研修、会議の

精選・縮減や成績管理システムの導入など、

ＩＣＴを活用した事務の改善等に取り組んで

まいりました。

国におきまして、本年度の骨太の方針に教

員の長時間勤務状況を早急に是正、年内に緊

急対策を取りまとめると盛り込まれたところ

でありまして、国の動向にも注視してまいり

たいと考えております。

また、教職員定数につきましては、昨年度

末、義務標準法が改正され、通級指導など一

部加配定数の基礎定数化が図られましたが、

少人数学級拡大のための教職員定数の改善ま

でには至っておりません。このため、教職員

定数の充実と安定的な配分を本年度も国への

政策提言において要請したところであります。

続きまして、２点目の人事管理費について

であります。若年期の広域異動は全県的な教
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育水準の維持向上と教職員の資質能力向上を

図るために実施しております。教員としての

幅広い視野と能力の伸長を図るため、採用後、

早い時期に異なる環境で多様な経験を積むこ

とが人材育成に資すると考えております。

また、広域異動を推進した結果、過去には

市町村間の臨時講師比率の格差が２７ポイン

トあったものが、２８年度末では１１ポイン

トまで縮小し、地域間格差が是正されており

ます。

学力・体力の向上に成果が現れつつあり、

全県的な教育水準の向上が図られていると考

えております。

なお、出産・育児・介護等の職員個々の事

情につきましては、状況を把握し、これまで

も人事異動において配慮しているところであ

ります。

お尋ねのございま樋口人権・同和教育課長

した社会人権・同和教育実践交流会は、大分

県人権教育推進計画に基づき、人権・同和教

育を推進するために各市町村の人権・同和教

育や社会教育担当職員等を対象に、平成２６

年度から市町村持ち回りで開催しております。

この実践交流会では、人権問題に対する講演

や人権教育の取組についての市町村からの実

践発表、人権教育の進め方に関する研究協議

を行い、人権教育を推進しているところでご

ざいます。

なお、昨年度は佐伯市におきまして１５０

人の参加者をもって開催したところでござい

ます。本年度は、来年１月２２日に臼杵市に

おいて開催予定となっております。

１番目の関係で、過去問を集中して堤委員

やった授業はないと回答されているという話

なんだけれども、これは各学校の教員に聞い

ていますか、それとも校長先生に聞いている

のかというのもちょっと確認をさせてくださ

い。

それと、多忙化の問題で、１６年からやっ

ているというのは一般質問でもありましたけ

れども、その多忙化の状況について具体的に

どういう調査をされているのか。多忙化の原

因が何なのかというところまで突っ込んだア

ンケートなりの調査をしているのか、そうい

う調査の仕方を少し教えていただきたいのと、

国も先ほど言ったとおり調査に入っています

よね。それを国自身も多忙化しているという

のを認めているんですけれども、県としても、

まず現場の教職員の多忙化というのは認めて

いるのかどうか、多忙ではないと思っている

のか、それをちょっと確認をさせてください。

それと、あと１０年で３地域の問題ですね。

これは、異なる地域に行くことによって、学

校にとってみればいろんな先生が来るのはい

いかも分からんけれども、しかし、教員にと

って、非常に体力的な問題だとか、そういう

いろんな問題というのは出てくるわけです。

そういう苦情と言いますか、そういう話はい

つも聞くんですよね。ということは、現場の

教職員は多忙化の中で異動する、通勤時間も

掛かる。そういういろんな問題というのはあ

るんだけれども、そういうことも考えて具体

的に見直しもそろそろしてもいいんではない

かなと思うんですけれども、最後どうでしょ

うか。

先ほどの調査についてで米持義務教育課長

ございますが、これは学校に対して問い合わ

せております。したがいまして、回答者は教

員であることも考えられますし、校長である

ことも考えられます。ただ、学校として回答

しておりますので、校長の認知の下、回答し

ていると思います。

なお、Ｂ問題等につきましては、非常に良

問でございます。これをうまく活用するとい

うことが今後の学力向上については重要だと

思います。したがいまして、その使い方をし

っかりとこちらとしては指導していこうと思

っております。

まず、教職員の時間外法華津教育人事課長

勤務調査についてでありますけれども、小学

校３６校、中学校１８校、高等学校１３校、

特別支援学校６校につきまして、大規模校、

中規模校、小規模校を抽出いたしまして、時

間外勤務の状況を調査しております。その結
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果、時間外勤務の主な要因といたしましては、

小学校につきましては授業準備、中学校、高

等学校におきましては部活が主な要因となっ

ております。

それと、教員が多忙かどうかということに

つきましては、前回、平成２４年度の調査と

比較いたしまして、全体で１０分、小学校で

１０分、中学校で２６分、高等学校で１分と

いうことで、各校種とも前回の調査よりは増

えておりますので、前回よりは忙しくなって

いると認識をしております。

１０年３地域につきましては、教員の負担

は一定程度あると思いますけれども、やはり

県内どこの市町村においても、子どもたちが

同じような教育を受けられることが何よりも

重要だと思っております。そのため、この１

０年３地域については、そういった面では有

効なものであろうと考えております。

また、先ほど体調不良等もあるというお話

がありましたけれども、そういった個人的な

事情につきましては、これまでも配慮してお

りまして、今後とも引き続き配慮してまいり

たいと考えております。

子どもたちが様々な教育を受けられ堤委員

るという話でした。別にこれは変わらなくて

も子どもたちに教育を、そのために教育委員

会としていろいろ施策をやっているわけでし

ょう。こういうことをやるから施策をするん

じゃなくて、子どもたちの学力を上げるため

に様々な施策をしているわけですから、そう

いう中で、こういう負担を教職員に与えるの

はいかがなものかなというのは常に日頃から

私は思っております。これは是非今後検討も

していただきたいと。このことは要望で終わ

ります。

私からは１点だけ質問をしたいと馬場委員

思います。

学校の中は校長先生、教頭先生、教諭の方、

そして学校事務職員の方等がおられるわけで

すが、そのほかに臨時講師、非常勤講師、臨

時職員と非常勤職員という方もおられて、学

校の中で子どもたちとの関わりをされている

と。ほかに、市町村で障がいを持っている子

どもさんに関わる支援員の方もいらっしゃっ

て、様々な方が学校の中で子どもたちに関わ

って、チーム学校として取り組まれていると

思います。

今日お聞きしたいのは、３０７ページの小

・中学校人事管理費、県立学校人事管理費に

ついて、そういう臨時の教職員の方、それか

ら非常勤の方は、なかなか働き方改革の中で

は、非常にその勤務労働条件が厳しいんじゃ

ないかという報道もされております。

例えば、病休や研修者の代替の方がなかな

か見つからないというのはよくお聞きをする

んですけれども、平成２８年度の小中学校の

研修者の代替者の人数と、それから確保でき

たのかどうか。それから高校はここでいいの

かなと思うんですけれども、高校・特別支援

学校の代替者の人数と、確保できたかどうか。

また、産休・育休者の代替者の人数と確保で

きたのかどうか、平成２８年度についての状

況をお願いいたします。

それでは、平成２８年法華津教育人事課長

度の代替者の確保の状況についてお答えをい

たします。

平成２８年度の状況でありますけれども、

小中学校の病休者は５６人で、代替配置が５

２人、４人が未配置でありました。この４人

のうち２人につきましては教頭先生というこ

とで、そもそも配置がございません。残りの

２人につきましては、あらかじめ復帰の時期

を見込むことができたということで、配置が

なされませんでした。研修者につきましては、

３０人で全て代替者の配置ができたところで

あります。高等学校等につきましては、病休

者が１４人で、全て代替者の配置ができまし

た。また、研修者は３人で、全ての代替者を

配置できたところであります。

続きまして、産休・育休者についてです。

小中学校では延べ３０７人でありますけれど

も、産休代替につきまして、３人が未配置で

ありました。

なお、この３人につきましては、年度末に
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産休に入ったということで、その時点では未

配置でありましたけれども、新年度に代替者

の配置をしたところであります。高等学校に

つきましては、延べ３３人で、全て代替者の

配置ができたところでございます。

この最初の４人が未配置という状馬場委員

況ですね。それから、育休について３人未配

置と、年度末ということもあったんでしょう

けれども、その原因というのは、人がやはり

いないということなのか。又はどういう状況

なのか教えてください。

先ほどの病休の代替者法華津教育人事課長

４人についてでありますけれども、４人のう

ち２人は教頭先生ということで、もともと配

置の予定がないということで、学校全体でカ

バーをしたところでございます。それから、

あとの２人につきましては、病休に入った時

点でも復帰の時期が見込めていたということ

で、学校全体で対応をしたとのことでござい

ます。

それと、産休代替の３人の未配置につきま

しては、もう年度末ということで、学校全体

でカバーできたということで、新年度を待っ

て配置をいたしたところでございます。

それでは、平成２９年度が始まっ馬場委員

ているわけですけれども、９月でも構わない

んですが、現状についてはどのようになって

いるのか。

平成２９年９月１日現法華津教育人事課長

在の状況ですけれども、小中学校の病休者は

３８人で、代替者の配置が３７人となってお

ります。１人につきましては、８月１７日に

病休に入りましたけれども、今のところ代替

者の確保ができておりませんで、今、学校関

係者、教育事務所関係者等を通じて探してい

るところでございます。

それと、高等学校につきましては、病休者

１１人で全て代替者の配置ができているとこ

ろでございます。

研修者につきましては、小中学校につきま

しては、１７人で全て代替者の配置ができて

おります。それから、高等学校研修者は３人

で全て代替者を確保、配置ができております。

産育休者につきましては、小中学校で２２

８人ということで、９月１日時点では１人が

未配置でありましたけれども、１０月１日付

けで配置ができたところでございます。

それと、高等学校につきましては、３６人

で全て代替者の配置ができているところでご

ざいます。

ほかに事前通告をされていな古手川委員長

い委員で質疑はありませんか。

主要な施策の成果の２１４ページ、衛藤委員

小・中学校フッ化物洗口推進事業についてで

す。

市町村単位では、１８市町村中１３市町村

で実施とございますけれども、学校単位で、

小中学校が今それぞれ全何校あって、そのう

ち何校で実施されているか、小学校、中学校

それぞれ分けて教えてください。

それと、体力アップおおいた推進事業、大

分県は児童の肥満率が高いというお話を伺っ

たことがあります。児童の肥満率と体力、運

動能力との間に相関関係があるという説もあ

るという話なんですけれども、その辺の研究

というのはどの程度進んでいるのか教えてい

ただけませんでしょうか。

まず１点目のフッ化物洗井上体育保健課長

口の取組についてでございます。学校ごとで

は平成２８年度末の数値で、小学校２５５校、

中学校１１８校でございますが、１３市町村

で６６校という数字でございます。その中で、

小学校、中学校ごとの数値は今手元にござい

ませんので、すぐにまた報告したいと思いま

す。

それから、２点目でございますが、肥満傾

向児の出現率が高いということでございます。

運動の実施率、それと肥満の状況というのは

相関関係がありますことから、本年度から取

り組んでおりますスクールヘルスアップ事業

の中でプロジェクトチームを作りまして、調

査研究しているところでございます。

フッ化物洗口の実施校につき木津教育次長

まして補足説明をさせていただきます。直近
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の状況が平成２９年９月の時点でございます

が、実施校は小学校で９９校、中学校で１１

校、合計１１０校が実施中でございます。

フッ化物洗口で、追加で済みませ衛藤委員

ん、今聞き忘れて。

学校単位でやるときというのは、全学年で

やるものなんですか、それとも１年生だけと

か、１年から３年までとか、どういう単位で

やっているのかというのが一つ。全体として、

今聞いたら小中合わせて３７３校中の１１０

校と。市町村単位で見ると７２％となってい

るんですけれども、学校単位で見るとやっぱ

り３０％いっていないんですよね。これは市

町村単位の成果指標が実態を正しく評価して

いないんではないかと思います。

今後、継続事業として児童・生徒の歯と口

の健康促進事業がありますので、その中では

きちんと学校単位で評価をすべきだと要望さ

せていただきます。

市町村ごとにそれぞれ、井上体育保健課長

また学校によってやり方は異なる状況でござ

います。学校単位でやっているところもあれ

ば、学年――例えば、１年生、２年生のみを

やると、そういった状況でやっていると。全

ての学校が、小学校でありますと１年から６

年まで全部やっているというわけではござい

ません。

１点だけ。３２９ページの図書館藤田委員

費に関わることですが、図書館が夏休み期間

中の７月の終わりから８月上旬に休館になっ

ておりました。新聞の記事を見ると、システ

ムの入替えに係る入札が昨年の段階でうまく

いっていなかったということだったんですけ

れども、こちらの詳細について１点お伺いし

たいと思います。

図書館の休館についてお阿南社会教育課長

答えをいたします。

本年度、図書館システムの入替えで、７月

の終わりから８月上旬に休館をいたしました。

その経緯につきましては、昨年９月にシステ

ムの入替えの更新の時期でありましたので、

そこの時期に入札をしてということでありま

したけれども、業者の入札辞退によりまして、

その入札ができずに延期して、その間、再度

の入札の準備をしまして、入替えの時期がそ

の時期にずれたというものでございます。

今のは、新聞に載っていた内容な藤田委員

ので……。

こういう入札のときに、この図書館のシス

テムを扱っている事業者がそんなに数が多い

のかというのがよく分からないんですけれど

も、前の事業者をそのまま選定していればス

ムーズにいっていたものなのか、今回のシス

テムが遅れた原因というのをもうちょっと詳

しくお願いしたいと思うんですけれども。

入札の業者でありますけ阿南社会教育課長

れども、３社ほどありました。その中で、随

意契約ということではなくて、より図書館シ

ステムの内容のいいものを導入するというこ

とを主眼に置きまして、入札をした経緯があ

ります。それで、入札ですから、金額も出て

きまして、入札で落とした業者さんがその金

額で、実際準備をしている段階でうまくいか

なかったということで辞退したというような

状況であります。

利用者の方々には大変御迷惑をおかけして、

大変申し訳なかったんですけれども、その後

の経緯につきまして、最善を尽くしてその時

期に、早めに入れ替えたという状況でありま

す。

藤田委員、今の答弁で理解が古手川委員長

できましたか。ちょっと整理ができていない

んですけど。再度説明を求めますが、もう少

し簡潔に。

図書館の入札につきまし阿南社会教育課長

ては、昨年度９月の入札が、入札辞退により

ましてうまくいかなかったという状況で、再

度入札のために時期がずれ込んだという状況

でございます。

不落札であったので、入札を古手川委員長

やり直したということ。（「はい」と言う者

あり）

事前に通告をしていなかったとい藤田委員

うのも申し訳ないんですが、多分これは教育
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委員会の図書館の問題だけではなくて、ほか

の入札に当たっても利用者に影響を与えるよ

うな不落札というのが出てくるおそれがある

と思うんです。

特にシステムの入替えとか、これまで扱っ

ていた事業者から変わる際には、こういう問

題が起こりやすいんだろうと思います。なの

で、その他全般についてもこういったシステ

ム関係の移行に関わる入札について、教育委

員会だけでなく、全部門にわたって細心の注

意を払っていただきたいということを要望し

たいと思います。

そのとおりでございま宮迫理事兼教育次長

して、今回の部分も、業者がシステム、ソフ

トだけじゃなくて、ハードも全部含めて入れ

替えると、業者が変われば入れ替わるという

ことになりますから、各県でも同じように入

札のときトラブルが起きた事例がございます。

本来、２月ぐらいにやって、昨年度内にやっ

てしまうはずだったんですけれども、そうい

う事態で、不落札ではなくて契約辞退という

ことになりました。

今、委員がおっしゃったとおり、図書館の

システムだけじゃなくて、県で扱うこういう

システムでも同じようなことが生じるかもし

れないということで、教育委員会だけではな

くて、知事部局ともいろいろ相談をしながら、

契約の仕方とか入札の仕方を検討して、改め

て入札をして、それをなるべく早くというこ

とでやったんですけれども、この時期になり、

利用者に御迷惑をおかけすることになったと

いうことで、大変申し訳なかったと思ってお

ります。

委員外議員で質疑はございま古手川委員長

せんか。

〔「なし」と言う者あり〕

それでは、本日の質疑等を踏古手川委員長

まえ、全体を通して委員の皆さんからほかに

何か質疑はございませんか。

昨年は熊本地震がありました。今志村委員

年は九州北部豪雨、あるいは台風第１８号と

いうことで大変な災害が起きております。

昨年のケースを見ますと、確かに災害で施

設とか設備については３千万円ほどの予算を

組んで復旧作業をしておりますけれども、こ

れに載らない、例えば、スクールカウンセラ

ーの配置でありますとか、ソフト的な災害対

応もやっていらっしゃるんじゃないかなと思

っておりますけれども、またあらゆる児童生

徒への対応と言いましょうか、そういうもの

が決算にはどう表れてくるのか、ちょっと教

えていただきたいと思います。

私からは、災宗岡学校安全・安心支援課長

害時の心のケア、スクールカウンセラーの配

置について御説明いたします。

予算上は、いじめ・不登校等解決支援事業

のスクールカウンセラー配置事業の中で、緊

急派遣というものを予算化してております。

それに基づきまして、先日の九州北部豪雨に

つきましては、延べ１４人のスクールカウン

セラーを緊急で配置しまして、２１５人の児

童生徒のカウンセリングを行ったと。また、

台風第１８号につきましても、被災した津久

見市を中心に、市町村教育委員会とこの緊急

のスクールカウンセラーの派遣について協議

しているところでございます。

事実、今回津久見市で１件、先月２５日に

津久見小学校で全校児童に対しまして、スク

リーニングを行って緊急のカウンセラーを活

用したところでございます。

そういうことをどう記録に残して志村委員

いくかということだったと思っております。

だから、この決算にどう表れるか。いや、違

う形でこういう記録に残していますよという

ことであればそれで結構ですが、そこを教え

ていただきたいということです。

と言いますのは、今回の台風第１８号でＪ

Ｒが完全に止まっておりまして、数か月掛か

るというということを言われておりますので、

ここは単なるＪＲの問題だけじゃなくて、や

っぱりスクールバスだとか、そういうことま

で含めた対策をしっかりとしなくちゃいけな

いという時期に入っているのかなと思ってお

ります。
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そういう幅広い災害復旧のものの見方をす

れば、やっぱりきちっと書類に残しておくと

言いましょうか、そこで次の対応ができると

思っております。そういう思いで質問をいた

しておりますので、後半の部分は是非御検討

いただきたいと思っておりますし、文書とか

資料でどう残すのか、ここだけちょっと教え

てください。

御指摘の件でござ能見教育改革・企画課長

いますけれども、大規模な災害のときには、

教育委員会では、災害対策本部の下にぶら下

がる児童・生徒対策部としての活動というこ

とになります。本部全体としても災害情報を

取りまとめておりますけれども、児童・生徒

対策部としても対応状況につきまして、第何

報という形で取りまとめておりまして、文教

警察委員会でも御報告させていただいており

ますし、教育委員会会議の方でも御報告をし

ております。そういった形で、予算面に限ら

ずですけれども、対応状況につきましてはし

っかりと記録を残していきたいと思っており

ます。

先ほど衛藤委員から御質井上体育保健課長

問のございましたフッ化物洗口の件でござい

ます。

直近の実施校の状況につきましては木津次

長から答弁させていただきましたが、平成２

８年度末の学校種ごとの実施校の状況でござ

います。平成２８年度末、小学校は２５５校

中５５校です。中学校は、１１８校中１１校

の実施です。合わせて６６校となります。

なお、小中一貫校は小学校でカウントして

おります。

ほかにないようですので、こ古手川委員長

れで教育委員会関係の審査を終わります。

執行部はお疲れさまでした。

これより内部協議に入りますので、委員の

方はお残りください。

〔教育委員会、委員外議員退室〕

それでは内部協議に入りたい古手川委員長

と思います。

先ほどの教育委員会の審査における質疑等

を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたい

と思いますが、特に指摘事項や来年度予算へ

反映させるべき意見・要望事項等がありまし

たら、お願いいたします。

先ほどのフッ化物洗口のところで、衛藤委員

成果指標が市町村単位だと実態を表していな

いと思いますので、市町村単位から学校数単

位に変更していただくように要望いたします。

それでは、衛藤委員から頂き古手川委員長

ました御意見と本日の審査における質疑を踏

まえ、審査報告書案として取りまとめたいと

思います。

詳細については委員長に御一任いただきた

いと思います。よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

ありがとうございます。それ古手川委員長

では、そのようにいたします。

以上で教育委員会関係の審査報告書の検討

を終わります。

これをもちまして本日の審査日程は終わり

ましたが、この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

それでは次回の委員会は、明古手川委員長

日５日の午前１０時から開きます。

以上をもって本日の委員会を終わります。

お疲れさまでした。


